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第１章 総則 

 

第１節 目 的 

 

 このマニュアルは、長野県内に所在する国・県指定文化財の防災に関する事項について、

長野県地域防災計画に基づき、また文化庁防災業務計画等も踏まえて、その具体的な行動の

指針を示すものである。これにより、災害から文化財を守り、可能な限りその被害を少ない

ものにすることを目的とする。 

なお、当該マニュアルは、文化庁防災業務計画や長野県地域防災計画が変更された場合、

また、県・市町村や文化財所有者等との調整により内容を改める必要が生じた場合は、改訂

を行うものとする。 

 

 

第２節 対 象 

  

このマニュアルの対象は、国・県指定文化財の所有者又は管理者、及び文化財を保管展示

する施設の管理者等とし、合わせて国・県・市町村の文化財担当部局の対応策も掲示する。 

 

 

第３節 目 標 

  

このマニュアルは、次に掲げる目標の達成に努めるものとする。 

１ 国・県指定文化財の災害予防、災害応急対策及び災害復旧に万全を期すること。 

２ 国・県指定文化財の公開施設における入場者等の生命、身体の安全に万全を期するこ

と。 
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第２章 一般災害の対策 

 軽度の地震、風水害、大火災、大爆発、大事故並びに火山活動等による災害に対する平常時及び

災害発生時の対応と行動について、以下に示す。 

 

第１節 平常時の対策 

   一般災害に対し、平常時には以下の対応を行う。 

 

 項    目 文化財の所有者等 

 
１ 文化財の防災知 
 識 

 
(1) 文化財の防災知識の収集と
防災対策の実施 

 
ア 国・県・市町村、文化財関係団体の主催する
研修会等に積極的に参加し、また提供する手引
き等により文化財の防災知識の習得を行う。 

 
イ 国のハンドブック等を踏まえ、県や市町村の
指導を受け、所有又は管理する文化財の防災対
策を実施する。 

 

 
２ 防火訓練の実施 

 
(1) 「文化財防火デー」を中心
とする文化財防火運動 

 
ア 毎年１月 26日の「文化財防火デー」を中心

として行われる文化財防火運動の趣旨を理解
する。 

 
イ 国・県・市町村の助言を受けて、文化財防火
実地訓練を実施する。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 美術工芸品等（指定
文化財を含む。）の収
蔵保管、公開展示にあ
たっての防災対策及び
応急措置方法に関する
指針をもとに、所有者
等に対し指導する。 

 
・『文化財保護行政ハン
ドブック』美術工芸品
編 平成 10 年 ぎょう
せい 
「第４章 保存・管理 
Ⅱ 防災 ３ 文化財
（美術工芸品等）の防
災に関する手引き」 

 
・文化財保存修復学会 
監修 

『文化財防災ウィール』
平成 16年 文化庁 

 

 
ア 美術工芸品等（指定
文化財を含む）の収蔵
保管、公開展示にあた
っての防災対策及び応
急措置方法について、
文化庁の指針をもと
に、文化財の所有者等
に対し、文化財等の防
災に関する指導･助言を
行う。 

 
ア 美術工芸品等（指定
文化財を含む）の収蔵
保管、公開展示にあた
っての防災対策及び応
急措置方法について、
県教育委員会と連携
し、文化財の所有者等
に対し、文化財の防災
に関する指導・助言を
行う。 

 
イ 自らが所有者及び管
理者である建造物・美
術工芸品等についての
防災対策を実施する。 

 
ア 学術団体・文化財関
係ＮＰＯ法人等と情報
交換を深める。 

 

ア 毎年１月 26 日の「文
化財防火デー」を中心
として、文化財防火運
動を推進し、その一環
として文化財防火実地
訓練を実施するよう文
化財の所有者等に対
し、指導及び助言す
る。 

 

 

ア 文化庁と連携し、毎
年１月 26 日の「文化財
防火デー」を中心とし
て、文化財防火運動を
推進し、その一環とし
て県内の文化財所有者
等に対し文化財防火実
地訓練を実施するよう
指導及び助言する。 

 

 

ア 文化庁・県教育委員
会と連携し、毎年１月
26 日の「文化財防火
デー」を中心として、
文化財防火運動を推進
し、その一環として管
内の文化財所有者等に
対し文化財防火実地訓
練を実施するよう指導
及び助言する。 
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 第２節 被災時の対応 

   災害が発生した場合には、以下の対応を行う。 

 

 項    目 文化財の所有者等 

 
１ 災害発生時 

 
(1) 人命の安全確保 

 
ア 災害の状況を把握し、人命を優先第一として
行動する。 

イ 公開施設で観覧者等がいる場合には、安全な
場所への子ども、老人、病人等の保護を優先す
るなど、災害時要援護者に配慮した避難誘導を
行う。 

 
２ 災害発生後 

 
(2) 文化財の被災状況の把握 
 

 
ア 人命等の安全確保がなされた後、所有または
管理する文化財の被害状況を把握する。 

 
イ 文化財の被災状況により、二次災害等を防ぐ
応急対策を行う。 

 
ウ 県教育委員会が定める別紙２・３の「被害状
況調査票」を作成し、市町村の文化財担当部局
に報告を行う。 

 
３ 復旧時 

 
(1) 復旧計画の策定 
 
 
 

 
ア 文化庁、県教育委員会、市町村の指導を受け
ながら、被災文化財の復旧事業計画を立てる。 

 
 

 
(2) 復旧事業に対する支援 
 
 
 

 
ア 必要に応じて、国、県、市町村の補助事業の
申請を行う。 

 
 
 

 
(3) 復旧事業の実施 

 
ア 被災文化財の復旧作業を行う。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 災害情報の収集を行
う。 

 
ア 災害情報の収集を行
う。 

 
ア 災害情報の収集を行
う。 

 
イ 自らが管理する公開
施設で観覧者等がいる
場合には、安全な場所
への避難誘導を行う。 

 
ア 学術団体・文化財関
係ＮＰＯ法人等から支
援・情報等を求めるこ
とができる。 

 
ア 国指定文化財の被害
状況の取りまとめ、報
告を県に依頼する。 

 

 
ア 国及び県指定文化財
の被害状況について、
当該市町村に確認・報
告を依頼する。 

 
イ 当該市町村からの指
定文化財の被害状況を
取りまとめる。 

 
ウ 文化庁に国指定文化
財の被害状況を報告す
る。 

 
ア 管内の被災現地に赴
き指定文化財の被害状
況を確認、「被害状況
調査票」を取りまとめ
る。 

 
イ 「被害状況調査票」
により県教育委員会に
国及び県指定文化財の
被害状況を報告する。 

 
 

 
ア 被災した国指定文化 
財の復旧にあたっては、
技術的指導を行う。 

 

ア 被災した国・県指定
文化財の復旧にあたっ
ては、技術的指導を行
う。 

 
ア 被災した指定文化財
の復旧にあたっては、
技術的指導を行う。 

 
 

 
ア 必要に応じて、補助 
事業として採択する等、
財政的支援を行う。 

 
ア 必要に応じて、補助
事業として採択する
等、財政的支援を行
う。 

 
ア 必要に応じて、補助
事業として採択する
等、財政的支援を行
う。 

 
 

 
ア 文化財の復旧作業が
適切に行われるよう指
導・助言を行う。 

 
ア 文化財の復旧作業が
適切に行われるよう指
導・助言を行う。 

 
ア 文化財の復旧作業が
適切に行われるよう指
導・助言を行う。 
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第３章 東海地震等の大規模地震に対する対応 

  ここでは、その発生の切迫性が指摘されている地震を想定し、その対策を示すものである。 

 

 第１節 平常時の対策 

長野県地域防災計画地震対策編に、東海地震を中心とする大規模地震の発生を想定し、所有者等

が講ずべき文化財等の耐震対策として、以下の項目（１）～(６)があげられている。これらの項目

ごとに具体的な行動を示す。 

 

 項    目 文化財の所有者等 

 
１ 耐震対策 

 
(1) 文化財等の耐震対策の実施 

 
ア 所有もしくは管理する指定文化財である建造物
について、耐震診断を実施し耐震化に努める。 

 
(ア)長野県内指定文化財建造物所有者診断判定委員
会の判定により、管理方法の改善、活用方法の見
直しを行う。 

(イ)必要に応じて、基礎診断、専門診断を実施し、
建造物の健全性、耐震性能の向上を図るための修
理計画を実施する。 

 
イ 所有もしくは管理する美術工芸品等（指定文化
財を含む）の収蔵保管、公開展示にあたって、耐
震対策を行う。 

 
(ア)収蔵保管に当たっての災害対策 

ａ収蔵・保管施設の防火対策及び耐震化 
ｂ収蔵・保管する文化財や収蔵・保管設備の転
倒防止策 

(イ)公開・展示に当たっての災害対策 
    ａ展示ケースの災害対策 
   ・ガラスの飛散防止、ケースの転倒防止 
  ｂ展示物の転倒防止策 
   ・免震装置の導入、テグス・重りや支持具の

活用による転倒防止 
・露出展示の場合、展示物の転倒や落下によ
る観覧者への危険の防止 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 指定文化財である建
造物の耐震性能の向上
に関する指針をもとに
指定文化財である建造
物の所有者又は管理団
体に対して指導する。 

・「重要文化財（建造
物）耐震診断指針」平
成 13 年度 

 
イ 美術工芸品等（指定
文化財を含む。）の収
蔵保管、公開展示にあ
たっての防災対策及び
応急措置方法に関する
指針を作成し、所有者
等に対し指導する。 

 
・『文化財保護行政ハン
ドブック』美術工芸品
編 平成 10 年 ぎょ
うせい 

「第４章 保存・管理 
Ⅱ 防災 ３ 文化財
（美術工芸品等）の防災
に関する手引き」 
 
・文化財保存修復学会 
監修 

『文化財防災ウィール』
平成 16年 文化庁 

 

 
ア 指定文化財である建
造物の耐震性能の向上
について、文化庁の指
針を基に所有者又は管
理団体に指導･助言を行
う。 

 
イ 美術工芸品等（指定
文化財を含む）の収蔵
保管、公開展示にあた
っての防災対策及び応
急措置方法について、
文化庁の指針をもと
に、所有者等に対し指
導･助言を行う。 

 
ア 県教育委員会と連携
し、文化財の所有者等に
対し、文化財等の防災に
関する指導・助言を行
う。 

・文化財等の防災知識の伝
達 

・文化財等の耐震化の推進
と情報の提供 

 
イ 美術工芸品等（指定文
化財を含む）の収蔵保
管、公開展示にあたって
の防災方策及び応急措置
方法について、県教育委
員会と連携し、文化財の
所有者等に対し、文化財
等の防災に関する指導・
助言を行う。 

 
ウ 自らが所有者及び管理
者である建造物・美術工
芸品等についての耐震対
策を実施する。 

 
ア 学術団体・文化
財関係ＮＰＯ法人
等と交流を深め
る。 
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 項    目 文化財の所有者等 

  
(2) 安全な公開方法、避
難方法の設定 

 
 
 
 
 
 
 

 
ア 所有または管理する文化財である建造物や公開施
設について、観覧者の安全に配慮した公開方法を検
討する。 

（展示物の転倒防止、展示ケース等の転倒防止など） 
   
イ 所有または管理する文化財である建造物や公開施
設における、避難経路の設定、避難場所の確保、避
難誘導の計画を立て、それらを周知するとともに、
避難経路・避難場所等を明示する。 

   

    
(3) 注意情報発表時、警
戒宣言発令時及び地震
発生時における連絡体
制の事前整備 

 
ア 注意情報、警戒宣言発令時及び地震発生時におけ

る行動計画を定める。 
・人命の安全確保 
・文化財の防災対策の実施 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

  
ア 美術工芸品等（指定
文化財を含む。）の収
蔵保管、公開展示にあ
たっての防災対策及び
応急措置方法に関する
指針をもとに、所有者
等に対し指導するとと
もに、安全な公開方法
を提示する。 

 
・『文化財保護行政ハン
ドブック』美術工芸品
編 平成 10 年 ぎょう
せい 
「第４章 保存・管理 
Ⅱ 防災 ３ 文化財
（美術工芸品等）の防
災に関する手引き」 

 

 
ア 美術工芸品等（指定
文化財を含む）の公開
展示にあたって、安全
な公開方法について、
文化庁の指針をもと
に、所有者等に対し指
導･助言を行う。 

 
イ 文化財である建造物
や文化財の公開施設で
の避難計画を作成する
よう、所有者等に指
導・助言を行う。 

 
ア 美術工芸品等（指
定文化財を含む）の公
開展示にあたって、安
全な公開方法につい
て、文化庁の指針をも
とに、県教育委員会と
ともに所有者等に対し
指導･助言を行う。 

 
イ 文化財である建造物
や文化財の公開施設で
の避難計画を作成する
よう、県教育委員会と
ともに所有者等に指
導・助言を行う。 

 

 
ア 文化庁防災業務計画
に基づき、注意情報発
表時、警戒宣言発令時
の対応を定めるととも
に、連絡体制を整備す
る。 

 
ア 長野県地域防災計画
に基づき、注意情報発
表時、警戒宣言発令時
及び地震発生時の対応
や要員の行動計画を定
め、連絡体制を整備す
る。 

   

 
ア それぞれの市町村の
地域防災計画に基づ
き、注意情報発表時、
警戒宣言発令時及び地
震発生時の対応や要員
の行動計画を定め、連
絡体制を整備する。 
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 項    目 文化財の所有者等 

  
(4) 地震発生後の文化財等の被
害状況調査及び関係機関への
通報体制の整備 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 県教育委員会や市町村教育委員会の調査に対して
協力し、文化財等の現況情報を提供するとともに、
その状況を把握する。 

 
イ 別紙１のフローチャートのシステムを理解し、
「被害状況調査票」の様式を備えつけておく。 

    
(5) 文化財等の救出、復旧のた
めの総合支援体制の整備 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

   
 

 
(6) 地震発生後の火災発生防止
のための防災設備の整備 

 
 

 
ア 所有または管理する文化財の火災報知器、放水
設備、消火設備等の整備を行う。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

   

ア 文化財の所在・管理
情報等の基礎データを
収集、充実させる。 

 
イ 災害発生時に、指定
文化財である建造物や
美術工芸品等の被害状
況の把握を迅速にする
ため、「被害状況調査
票」を関係機関に配布
するとともに、報告す
るルートを周知する。 

 

 
ア 県教育委員会と連携
し、管内の文化財等の
基礎データを収集し、
充実させる。 

 
イ 別紙１のフローチャ
ートのシステムを理解
し、関係者に周知す
る。 

 

  

ア 学術団体、文化財関
係ＮＰＯ法人等との連
携を図り、文化財防災
のネットワークを構築
する。 

 
イ 他都道府県との相互
支援体制を構築する。 

 
ア 県とともに、学術
団体、文化財関係ＮＰ
Ｏ法人等との連携を図
る。 

 

 
ア 火災報知器、放水施
設、消火施設等の整備
の促進について、文化
財の所有者等に指導・
助言を行うとともに、
必要に応じて、その助
成を行う。 

 
ア 火災報知器、放水施
設、消火施設等の整備
の促進について、文化
財の所有者等に指導・
助言を行うとともに、
必要に応じて、その助
成を行う。 

 
 

 
ア 自らが所有者及び管理
者である建造物や公開施
設の、地震発生後の火災
発生を防止するため、防
災設備の整備に努める。 

・火災報知器、放水施設、
消火設備等の整備を促進
する。 
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第２節 被災時の対応 

  東海地震を中心とした大規模地震が発生した場合に対応する行動について、以下に示す。 

 

 

 

段   階 項    目 文化財の所有者等 

 
１ 東海地震注意
情報発表時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 安全の確保 
 
 
 
 
 

 
ア 人命等の安全確保がなされた後、所有または管理
する文化財の被害状況を把握する。 

 
イ 自らが管理する公開施設の観覧者等について、安
全な場所への子ども、老人、病人等の保護を優先す
るなど、災害時要援護者に配慮した避難誘導を行
う。 

 
ウ 自らの安全確保のため、避難場所の確認を行う。 
 
 
 

 
(2) 文化財の避難 

 
ア 文化財等の耐震対策の再点検を行う。 
 
イ 安全を確認後、最も優先度の高い文化財から安全
な場所に避難を行う。 

 
２ 東海地震警戒
宣言発令時 

 
(1) 安全の確保 

 
ア 自らが管理する施設の公開展示等を中止し、観覧
者等について、安全な場所への避難誘導を速やかに
行う。 

 
イ 施設のガス・水道・電気等を遮断する。 
 
ウ 自ら、避難場所へ避難する。 

 
(2) 文化財の避難 

 
ア できる範囲の中で、文化財を安全な場所に避難を
行うとともに、耐震設備の確認を行う。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 気象庁等関係省庁と
の連絡を密にし、情報
収集に努める。 

 

 
ア 「長野県地震災害警
戒本部等運営要領」に
基づき、対策要員は参
集場所に集合する。 

 
イ 危機管理部等関係部
局との連絡を密にし、
災害に関する情報の収
集を図る他、テレビ・
ラジオ等からの情報を
含め、広範な情報の把
握に努める。 

 

 
ア それぞれの市町村に
定められた地震防災応
急計画に基づき、行動
する。 

 
 
イ 自らが管理する公開
施設の来訪者等につい
て、安全な場所への避
難誘導を行う。 

 

 
 

   

ア 管理する文化財等の
耐震状況の再点検を行
う。 

イ 必要に応じて、文化
財を安全な場所に避難
させる。 

 

 

 
ア 気象庁等関係省庁と
の連絡を密にし、情報
収集に努める。 

 
イ 文化庁地震災害警戒
本部を設置する。 

 

 

ア 「長野県地震災害警
戒本部等運営要領」に
基づき、参集場所に集
合する。 

 
イ 危機管理部等関係部
局との連絡を密にし、
災害に関する情報の収
集を図る他、テレビ・
ラジオ等からの情報を
含め、広範な情報の把
握に努める。 

 
ウ 長野県地震災害警戒
本部を設置する。（教
育委員会文化財係とし
て行動） 

 

 

ア それぞれの市町村に
定められた地震防災応
急計画に基づき、行動
する。 

 
イ 自らが管理する公開
施設の来訪者等につい
て、安全な場所への避
難誘導を行う。 

 

ウ 市町村地震災害警戒
本部を設置する。 

 

 

 

   

ア できる範囲の中で、
文化財を安全な場所に
避難させる。 
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段  階 項    目 文化財の所有者等 

 
３ 発生段階 

 
(1) 安全確保と避難 
 

 
ア 周辺の安全確保を行い、安全な場所への避難を
行う。 

 

 
(2) 人命救助 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 所有者自身等の安全確保ができた段階で、周辺
の被災者の救助を行う。 

 
 
 
 
 
 

 
(3) 二次災害の防止 

 
ア 文化財である建造物や保管・公開施設である建
物内には、安全が確認されるまで立ち入らない。 

 
イ 安全を確保した上で、施設内の漏電、ガス漏れ
等の確認し、電源の切断、ガスの元栓を締める。 

 
４ 第１段階 
（発生から１週間
程度） 

 
(1) 安全確保と文化財の被害状
況の把握 

 

 
ア 所有者自身等の安全を確保した上で、所有また
は管理する文化財の被害状況を確認する。 

 

 
(2) 文化財の二次災害の防止 

 
ア 安全を確保した上で、文化財の二次被害を防ぐ
ため、できる範囲の安全措置をとる。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 気象庁等関係省庁と 
の連絡を密にし、災害 
に関する情報の収集を 
図る他、テレビ、ラジ 
オ等からの情報を含め、
広範囲な情報の把握に 
努める。 

 
イ 文化庁非常災害対策
本部を設置する。 

 

 
ア 参集した要員は、未
参集要員の安否の確認
を行う。 

 
イ 危機管理部等関係部
局との連絡を密にし、
災害に関する情報の収
集を図る他、テレビ、
ラジオ等からの情報を
含め、広範囲な情報の
把握に努める。 

 
ウ 迅速な文化財の被害
状況調査を実施するた
めの「初動体制」の構
築を行う。 

 
エ 長野県災害対策本部
を設置する。（教育部
文化班として行動） 

 

 
ア 関係職員の安全確保
及び地域住民の人命救
助を行う。 

 
イ それぞれの市町村の
災害対策計画に則した
行動を行う。 

 
ウ 市町村災害対策本部
を設置する。 

 
ア 埋蔵文化財包蔵地の 
取扱いについては、別 
紙４の１を参照する。 

 

 
ア 引き続き、災害の情
報の収集に努めるとと
もに、当該都道府県と
の連絡を確保する。 

 
イ 必要に応じて、被害
状況を確認するため、
担当調査官を派遣す
る。 

 

 
ア 対策本部周辺地域の
文化財被害状況の確認
をする。 

 
イ 市町村教育委員会や
埋蔵文化財センターと
の連絡を確保する。 

 
ウ 文化庁との連絡を確
保する。 

 
エ 他都道府県等との連
絡を確保する。 

 
 
 

 
ア 人命救助及び避難住
民への対応を行う。 
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段  階 項    目 文化財の所有者等 

 
５ 第２段階 
（発生から２週間
程度） 

 
(1) 被害状況の報告 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 文化財の被害状況を「被害状況調査票」にまと
め、市町村教育委員会に報告する。 

 
 
 
 
 
 

 
(2) 文化財等の救援事業の申請 

 
ア 被災状況により、必要な場合は県教育委員会や

市町村教育委員会を通して、文化財等の救援事業
を申請する。 

  

 
６ 第３段階 
(発生から１ヶ月
程度) 

 
(1) 損壊文化財等の部材保全 

 
ア 損壊した文化財（建造物・美術工芸品）等の部
材が他の瓦礫と共に廃棄されないよう留意し、そ
の部材確保について努めるようにする。 

 

 



17 

 

 

国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア 当該都道府県教育委
員会と連絡をし、文化
財の被害状況の把握を
行う。 

 
イ 文化財の所有者等も
しくは当該都道府県の
要請による、文化財等
の救援事業を実施する
ための準備を行う。 

 

 
ア 市町村教育委員会や

埋蔵文化財センターと
の連絡を確保し、文化
財の被害状況を把握す
る。また、必要に応じ
て、文化財・生涯学習
課職員が現地に赴き状
況を確認する。 

 
イ 他都道府県や関係学

術団体、文化財関係Ｎ
ＰＯ等に支援要請を行
い文化財の被害状況調
査を行う。 
 

ウ  文化財の被害状況を
把握するとともに、二
次被害の恐れのある文
化財についての確認を
行い、必要に応じて、
近隣都県の博物館等の
保管施設への一時保管
を要請する。 
 

エ  文化庁との連絡を密
にし、文化財の被害状
況について随時報告を
行う。 
 

オ  文化財の所有者が希
望する場合、「文化庁
防災業務計画」に基づ
く文化財等の救援事業
の申請準備を行う。 

 

 
ア  被災住民の避難等

への対応が落ち着い
た時点で、本来業務
へ復帰、県教育委員
会等と連携し、文化
財の被災状況把握を
行う。 

 
イ 文化財の所有者等

の報告を基に「被害
状況調査票」を取り
まとめる。 

 
ウ 「被害状況調査票」 
により、県教育委員
会に国及び県指定文
化財の被害状況を報
告する。 

 

 
ア 学術団体・文化財関
係ＮＰＯ法人等から支
援・情報等をもとめる
ことができる。 
 

イ 埋蔵文化財包蔵地の
取扱いについては、別
紙４の１を参照する。 
    

 
ア  県等からの報告を受 
け、文化財の被災状況 
をまとめる。 

 
イ  所有者等の要請を受 
けて、文化財等救援委 
員会を設け、文化財の 
応急援助を行う。 

 

 

ア 「文化庁防災業務計
画」に基づく文化財等
救援事業の申請を行
う。 

 
イ 損壊した文化財（建造

物・美術工芸品）等の
部材が他の瓦礫ととも
に廃棄されないよう文
化財等の部材確保につ
いての通知を市町村に
発送し、対応を依頼す
る。 

 
 
 

 
ア  県からの通知を受

け、損壊した文化財
（建造物・美術工芸
品）等の部材が他の
瓦礫とともに廃棄さ
れないよう、文化財
等の部材確保につい
て周知を図る。 
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段  階 項    目 文化財の所有者等 

 
７ 第４段階 
 (復興段階) 
 
 

 
(1) 被災文化財の修復計画の策

定 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア  災害を受けた指定文化財について、文化庁や
県、市町村、文化財修復関係の専門者等の指導を
受け、その修復計画を策定する。 

  
 
 
 
 
 
 

 
(2) 修復事業の実施 

 
イ  被災文化財の修復作業を実施する。 
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国(文化庁) 県教育委員会 市町村文化財担当部局 備  考 

 
ア  被災した指定文化財
の修復について、技術
的な指導を行うととも
に、必要があると認め
たときには、補助事業
により所要の補助を行
う。 

 
イ  指定文化財である建
造物の復旧にあたって
は、特に公開を行って
いる事例について、人
命の安全を図るべく、
当該建造物の強度を向
上させる内容で、工事
を実施することとす
る。 

 
ウ  美術工芸品等（指定
文化財を含む）の破損
については、精密な調
査を行うと共に、個々
の文化財の材質、形状
等に即した本格的な修
復を実施し、保存対策
を講ずるものとする。 

 

 
ア  被災した指定文化財
の修復については、文
化庁や文化財修復関係
の専門者等と連携をと
りながら、その修復計
画策定について所有者
等に指導を行う。 

 
イ  文化庁と連絡をと
り、復興関係の工事に
伴う埋蔵文化財の取り
扱いについて、市町村
及び関係者に通知す
る。 

 
ウ  被災状況と遺跡の所
在状況を検討し、復興
事業に係る埋蔵文化財
発掘調査の調査量を算
定する。 

 
エ  復興事業に係る埋蔵
文化財発掘調査に対す
る調査体制を準備す
る。必要に応じ、文化
庁や他都道府県と連絡
をとり、埋蔵文化財発
掘調査に係る支援を要
請する。 
 
 

 

ア  被災した指定文化財
の修復については、文
化庁や県、文化財修復
関係の専門者等と連携
をとりながら、その修
復計画策定について所
有者等に指導を行う。 

 
イ  県と連携しながら、
復興事業に係る埋蔵文
化財発掘調査にあた
る。 
 

 

 

ア 学術団体・文化財関
係ＮＰＯ法人等から支
援・情報等をもとめる
ことができる。 

 
イ 埋蔵文化財包蔵地の
取扱いについては、別
紙４の２を参照する。 



20 

 

別紙１       災害時の文化財の被害状況把握のフローチャート 

《一般の災害時》                   《大規模災害時》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡先 

文化庁               電話 ０３－５２５３－４１１１(文部科学省 代表) 

長野県教育委員会文化財・生涯学習課 電話 ０２６－２３５－７４４１ 

文 化 庁 

長野県教育委員会 

（教育事務所） 

文 化 庁 

長野県教育委員会 

（教育事務所） 

 

市町村文化財担当部局 

文化財の所有者等 

他都道府県

支援職員 

学術団体  

ＮＰＯ法人等 

被害状況把握 

（依頼） 

被害状況 

取りまとめ 

（報告） 

被害状況把握 

（依頼） 

「文化財被害状況 

調査票」 

作成・報告 

（取りまとめ） 

被害状況把握 

（依頼） 

報告 

被害状況 

取りまとめ 

（報告） 

市町村文化財担当部局 

被害状況把握の

依頼及び調査 

「文化財被害状況

調査票」 

作成・報告 

埋蔵文化財

センター 

 

文化財の所有者等 

支
援
依
頼 

支援と情報提供の協力 

被害状況の報告 

被害状況把握の

依頼及び調査 

被害状況把握 

（依頼） 

「文化財被害状

況調査票」 

作成・報告 

 

「文化財

被害状況 

調査票」 

作成・報

告（取り

まとめ） 
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別紙２ 

文化財被害状況調査票（建造物以外の有形文化財等） 報告日時 令和  年  月  日 

                             報告者 

文化財の名称  

指定区分 
 
国宝 重文 県 市町村 国登録 登録 未指定 

所在地 住所 

所有者 

氏名 
 
住所 
 
電話 

被災日時  令和  年  月  日   時 

被災の程度 滅失 重度 中程度 軽微 

被災内容 

濡れた 燃えた 破損した 汚れた その他 

内容 

応急措置 

（例：○○へ移動し、保管しているなど） 

 

 

 

文化財レスキュー 

の必要性 

 
要（内容                    ） 

 

不要 

その他連絡事項  
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別紙３ 

文化財被害状況調査票（建造物）            報告日時 令和  年  月  日 

報告者 

文化財の名称  

指定区分 
 
国宝 重文 県 市町村 国登録 登録 未指定 

所  在 住所 

所有者 

氏名 
 
住所 
 
電話 

被災日時  令和  年  月  日   時 

被災の程度 

大 破 （棟が落ちている） 

中 破 （棟は落ちていないが、大きく傾いている） 

小 破 （壁などに亀裂が入っている程度） 

被災内容 

 

応急措置 

（例：屋根にブルーシートをかけて対応しているなど） 

 

 

 

その他連絡事項  
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別紙４ 

災害時における埋蔵文化財包蔵地の取扱いについて 

大規模災害（災害救助法が適用される場合）に伴う復旧工事に係る埋蔵文化財の当面の取扱いについて以

下のように定める。 

１ 被災後、復旧工事に係る埋蔵文化財関係の事前の届出・通知（文化財保護法 93・94条、 

96・97条関係）は不要とし、ライフラインの確保等、早急な復旧事業を優先する。 

ただし、無条件で不要となるわけではなく、対象となる事業と区域及び適用期限を定めた県通知を受

けた上で不要となる。  

２ 一定期間経過後の復興事業に伴う埋蔵文化財の取扱いは、原則として県基準に準ずるが、 

道路等恒久的工作物であっても遺跡に掘削等の影響が及ばない場合は、適用期限を定め、 

本発掘調査を不要とするなど緩和策を講じる。 

３ 災害救助法が適用されない災害については、国・地方公共団体（民間事業者は除く）が行う応急措

置・復旧工事での取り扱いを下記の参考資料（令和２年７月 20 日付２教文第 200 号）のとおりとして

いる。 

参考資料 

国の機関等が行う災害に伴う応急措置・復旧工事に係る埋蔵文化財保護について 

１ 文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号）第 94 条、97 条の通知を不要とできる工事は、以下のとお

りとする。ただし、事業者は、工事の実施にあたって当該市町村教育委員会・市町村文化財保護部局

への連絡を綿密に行うこと。 

(１) 電気、ガス、上下水道、道路、河川、橋梁、鉄道等を発災前の状態に戻す復旧工事。 

(２) 造成を伴わない仮設住宅の建設。 

(３) 損壊又は焼失した建物その他の工作物の撤去及び整地。 

(４) 流入した土砂等の除去。 

(５) その他緊急を要する応急措置・復旧工事。 

(６) 上記(１)～(５)の工事に伴う工事用仮設道路の建設。 

２ 事業者は、１に該当する工事を着工または計画した際は、速やかに（「国の機関等が行う災害に伴う

応急措置・復旧工事に係る埋蔵文化財保護について」の）別紙２の様式により当該市町村教育委員

会・文化財保護部局へ報告する。当該市町村教育委員会・文化財保護部局は、文化財保護に係る措置

が完了した後、（「国の機関等が行う災害に伴う応急措置・復旧工事に係る埋蔵文化財保護につい

て」の）別紙２により県教育委員会（文化財・生涯学習課扱い）へ報告する。 

３ 復旧工事において緊急を要さないものについては、文化財保護法第 94 条、97 条で規定する通知を必

要とする。事業者は、以下に例示する工事について、市町村教育委員会・市町村文化財保護部局また

は県教育委員会（文化財・生涯学習課扱い）を交えて事前に協議すること。 

(１) 電気、ガス、上下水道、道路、河川、橋梁、鉄道等を発災前とは異なる状態・形態にする復旧工

事。ただし緊急を要するものは除く。 

(２) 造成を伴う仮設住宅の建設。 

(３) (１)・(２)の復旧工事に伴う工事用仮設道路の建設。 

４ 災害救助法が適用された地域において、本通知による取り扱いが不可能であると判断される場合には

別途定める。 


